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論文内容要約 
 
1. はじめに 
本論文は都市温暖化対策の目的を明確に定義し、種々の対策の効果を的確に評価するための温熱環境予測・評価システムを構築し
たものである。都市温暖化は地球温暖化とヒートアイランド現象が複合して生じている。そして温暖化対策は緩和と適応の 2 つに大
別できることから、都市温暖化対策の目的は、A) 地球温暖化の緩和(省エネルギー化)、B) ヒートアイランド現象の緩和、C) 都市温
暖化への適応の 3 つに分けられると考えられる。これまでにも、都市温暖化対策の効果の評価は数多くおこなわれてきたが、多くの
研究者、政策決定者にとってこの 3 つの目的の区別が曖昧であり、このため不合理な政策決定や建築計画が散見されるのが現状であ
る。また、これまでの都市温暖化対策の効果分析に関する研究の多くは上記 3 つの観点を網羅するものではなく、断片的に、ある対
策を施した場合のプラスの効果のみに言及しているものが多い。これは、都市温暖化対策を導入するということは都市における建物
内外の熱収支構造を変化させることであるという事実がきちんと認識されていないため、都市のどこかにプラスの影響があればどこ
かにしわ寄せが行っているという意識が一般に希薄であることが原因であると考えられる。これに対して、本研究は建物内外の熱収
支を同時に解析し、これらの解析結果を有機的に組み合わせ、上記 A)~C)それぞれの目的に照らした都市温暖化対策の評価指標を算
出する予測・評価システムを構築し、これにより都市温暖化対策による熱の流れの変化を可視化し、対策の効果の全体像を明らかに
することを試みたものである。 
 
2. 論文の構成と本研究の成果 
本論文は、全6章で構成される。 
第1章では、本研究の背景とこれまでの都市温暖化対策に関する研究、温熱環境予測手法に関する研究を概観し、目的を示した。 
第2章では、都市温暖化に関する概念整理を行い、都市温暖化対策の目的を上記A)~C)として明確に定義し、A) 地球温暖化緩和策
としての効果を見るために空調用エネルギー消費、B) ヒートアイランド現象緩和策としての効果をみるために大気加熱量、C) 都市
温暖化への適応に関しては、1)平均的な暑熱化への適応効果を評価するために体感温度指標SET*の許容面積率、2)頻発する猛暑への
適応効果を評価するために、災害リスク評価の概念を援用して計算する熱中症リスク、と各々の目的に照らした効果を的確に評価す
るための領域を設定し、領域ごとに指標を定式化した評価モデルを提案した。 
 図1 評価モデルの概念 
 
第 3章では、夏季の人間の温冷感に強く影響を与える放射受熱量を適切に評価するために、3次元放射収支計を 3台用いた長短波
放射強度の3次元測定を行い、これを用いて放射解析モデルのパラメータ・チューニングと精度検証を行った。 
第 4 章では、メソスケールの気象解析結果を境界条件としてミクロスケール（市街地スケール）の放射・対流解析を行う手法を開
発し、メソ・ミクロ一貫気候解析の結果から上記の4つの評価指標を算出する温熱環境予測・評価システムを構築した。 
第5章では、このシステムを用いて、東京の新橋の市街地を対象に建物壁面を高反射化した場合と緑化した場合の評価を行い、各々
の対策による建物内外の熱収支の変化とこれに伴う都市温暖化対策としての作用を上記 A)~C)の視点から明らかにした。ここでは、
建物の用途は一般オフィスを想定している。図2に空調稼働時間中の建物（領域(A)）の熱収支の各項を、図3に1日の都市大気部（領
域(B)）の熱収支の各項を示す。黒枠の矢印が対策なし、赤枠の矢印が壁面高反射化、緑枠の矢印が壁面緑化の熱収支の各項を表す。
矢印の長さが各項の絶対量を表し（差は誇張して書いている）、図中の数字は各項の絶対量で単位は全て[GJ]である。 
建物内部（領域(A)）では、外部から流入する熱量と室内で発生する熱量の合計から空調負荷（設定温湿度を維持するために空調が
除去すべき全熱量）が求められ、空調負荷をCOPで除すことで空調用エネルギー消費量が評価される。外部からの流入は、貫流で壁
体から室内に流入する顕熱量、透過により室内に流入する日射量、換気により室内に流入する全熱量、空調時間外に室内に流入した
全熱のうち、室内温湿度を設定より上げる全熱量(立ち上がり負荷)の合計で、対策なし、壁面高反射化、緑化でそれぞれ7.7 GJ、7.3(-0.4、
対策なしとの同項目の差、以下同様に示す) GJ、6.6(-1.1) GJとなり、室内では各ケースで空調稼働時間中に内部発熱が概ね9.2GJが発
生し、空調負荷（＝外部からの流入熱＋内部発熱）は対策なしで16.9GJ、高反射化で16.4(-0.5) GJ、緑化で15.7(-1.3)GJとなり、これ
をCOP=3として空調用エネルギー消費を計算すると対策なし、高反射化、緑化でそれぞれ5.6 GJ、5.5(-0.2) GJ、5.2(-0.4) GJとなる。3
ケースの差は主に壁体高反射化のケースでアルベドを上げ、緑化のケースで蒸発効率を与えることにより、壁体表面温度が、対策な
し＞高反射化＞緑化、となったことによる内壁面から室内に流入する顕熱量の差で生じる。 
次に都市大気部（領域(B)）では、都市外表面から流出する熱量と都市外表面が吸収する熱量の差し引きから大気加熱量を評価する。
まず都市外表面から流出する熱量をみると、壁体高反射化のケースでアルベドを上げ、緑化のケースで蒸発効率を与えることにより
壁体表面温度は、対策なし＞高反射化＞緑化、となり、道路表面温度は高反射化のケースでは壁体からの短波放射の入射が増加し、
緑化のケースでは入射エネルギーの潜熱変換による表面温度の低下による壁体からの長波放射の入射が低減することで、高反射化＞
対策なし＞緑化、となり、建物と道路表面を合わせた都市表面から対流により流出する熱量は対策なし、壁面高反射化、壁面緑化で
それぞれ29.7GJ、28.5(-1.2) GJ、25.1(-4.6) GJとなる。次に、空調機からの排熱は、領域(A)で計算した空調稼働時間中の内部発熱と外 
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図2 領域(A)の空調稼働時間中の熱収支（単位：GJ） 図3 領域(B)の1日の熱収支（単位：GJ） 
 
部からの流入熱とこれらを室外へ排出するための空調用消費エネルギー消費の合計で、対策なし、高反射化、緑化で22.6 GJ、21.9(-0.7) 
GJ、20.9(-1.7) GJとなる。以上から、都市表面から対流により流出する熱量と空調機からの排熱を合わせた都市から流出する熱量は、
対策なし、高反射化、緑化で52.3 GJ、50.4(-1.8) GJ、46.0(-6.3) GJとなる。都市に吸収される熱量は、建物内に透過により流入する日
射量と換気により流入する顕熱量の合計で 3ケースとも同程度の 4.4GJ となる。都市から流出する熱量と吸収する熱量の差し引きか
ら正味都市から流出する熱量（＝大気加熱量）を計算すると、対策なし、高反射化、緑化で47.9 GJ、46.1(-1.8) GJ、41.6(-6.3) GJとな
る。3 ケースの差は都市表面から対流により流出する熱量と、空調排熱の中でも室内壁から貫流により室内に流入する熱量とこの差
に起因する空調用エネルギー消費量から生じている。ここで、都市温暖化対策により制御できる顕熱流出量の重みを考えると、まず
都市内に流入・発生する熱の総量は、都市表面に吸収される日射量と建物におけるエネルギー消費による発熱量の合計から、対策な
し、高反射化、緑化で74.5 GJ、72.2(-2.3) GJ、74.4(-0.1) GJと見積もられる。これに対して、都市の気温上昇に寄与する熱量が大気加
熱量であり、対策なし、高反射化、緑化で各 6々4.3%、63.9%、55.9%を占める。この内訳は、対流により都市表面から流出する熱量
が流入・発生熱の総量に対して34~40%程度、室内から正味流出する熱量が流入・発生熱の総量に対して22~24%程度となる。室内か
ら正味流出する熱量の中で人為起源の発熱量は内部発熱と空調用エネルギー消費で、これらの都市内に流入・発生する熱の総量に対
する割合は、内部発熱が13~14%、空調用エネルギー消費(COP=3の場合)が8%程度、併せて20%程度である。対策なしから緑化した
場合の空調用エネルギー消費の変化分、-0.4GJは都市内に流入・発生する熱の総量に対して0.5%程度であり、その差は非常に小さい。
また流入・発生した熱のうち大気加熱量とならなかった熱の多くは、長波放射で放出されると考えられ、日射反射率を上げる、顕熱
を潜熱に変換することとともに、長波放射を放出しやすくすることも大気加熱量の増減に影響を与えることが示唆される。 
 屋外歩行空間（領域(C)）については、平均的な暑熱化への適応効果を見るためにSET*=35℃を許容値として平均的夏日における歩
道上のSET*の許容面積率を評価したところ、対策なし、高反射化、緑化でそれぞれ73.7%、69.4%、72.7%となり、一方、猛暑への適
応効果をみるため猛暑日のRisk増幅率（上空の気象条件から推定される熱中症Riskに対する都市内の気象条件から推定される熱中症
Risk の比）を計算すると 3.21、3.61、3.65 となり、高反射化は平均的夏日・猛暑日において、緑化は猛暑日において対策なしよりも
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人間に悪影響を及ぼすことが示唆された。 
図4には、(A)~(C)各領域で変化した成分のみを図示した。今回の解析結果から、壁面高反射化は壁面の日射吸収量が減少し、表面
温度が低下することで空調用エネルギー消費、大気加熱量が減少するため地球温暖化緩和・ヒートアイランド現象緩和の観点からは
プラスの効果があるが、反射日射を増やし人体に入射する放射量を増加させることで都市温暖化適応策としては逆効果となる。一方、
壁面緑化は壁面上での蒸散により表面温度が下がることで空調用エネルギー消費、大気加熱量が減少するため地球温暖化緩和・ヒー
トアイランド現象緩和の観点からはプラスの効果があるが、蒸散による周辺の湿度上昇に伴い熱中症リスクを増加させ、猛暑日の都
市温暖化適応策としては逆効果となった。 
第6章では、本研究の成果を総括し、今後の課題と展望について述べた。 
 
図4 壁面の高反射化・緑化による熱の流れの変化（単位：GJ） 
 
3.まとめ 
1) 本論文では都市温暖化対策の目的をA) 地球温暖化の緩和(省エネルギー化)、B) ヒートアイランド現象の緩和、C) 都市温暖化へ
の適応の3つに明確に定義し、それぞれの目的に照らした効果を評価するための新たな枠組みと評価モデルを提案し、都市にお
ける建物内外の熱収支を同時に解析することで、都市において壁面高反射化・緑化を行った場合の熱の流れの変化を可視化した。 
2) 本研究で示された都市の建物内外の熱収支の構成要素の配分と、対策を行うことによるその配分の変化に関する定量的な評価は、
機械、建築、都市気候等の分他野の研究者にも多くの示唆を与えるものであると考えられる。 
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